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○令和７年度一般会計決算は昨年度と比較し歳入、歳出ともに増加 
 ・歳入 411億 2,464万 5千円（対前年度＋0.1％ 4,143万円増） 

 ・歳出 391億 8,440万 8千円（対前年度＋0.4％ 1億 4,551万 5千円増） 

 

○増減の要因（対前年度） 
 ・歳入：地方特例交付金が定額減税減収補填特例交付金の減等により 4 億 6,949

万 5 千円の減、市債が庁舎等整備事業債の減等により 22 億 8,230 万円

の減となる一方で、市税が市民税の増等により 9億 137万 6千円の増、

国庫支出金が国庫負担金の増等により 8億 1,906万 2千円の増となった

ことによる。 

 ・歳出：総務費が庁舎等整備事業の減等により 12 億 3,697 万 5 千円の減となる

一方で、民生費が物価高騰対応に関連する事業の増に加え、児童手当支

給事業、保育所運営委託事業、障害者自立支援給付事業等の社会保障関

係経費の増等により 16億 754万 3千円の増となったことによる。 

 

○一般会計の実質収支 
 ・14億 3,370万 9千円の黒字（対前年度 2億 4,832万円減） 

 

○経常収支比率 
 ・93.8% 

  人件費、物件費や扶助費の増加により対前年度 1.3ポイント上昇 

  令和７年度一般会計決算見込みの概要 

 

 

１ 決算見込みのポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

令和７年度一般会計決算収支の状況               （単位：千円、％） 

区      分 7 年度 A 6 年度 B 比較 A－B=C 増減率 C/B 

歳 入 総 額  ① 41,124,645 41,083,215 41,430 0.1 

歳 出 総 額  ② 39,184,408 39,038,893 145,515 0.4 

歳 入 歳 出 差 引 ③＝①－② 1,940,237 2,044,322 △104,085  

翌年度に繰り越すべき財源 ④ 506,528 362,293 144,235  

実 質 収 支 ③－④ 1,433,709 1,682,030 △248,320  

  （表示単位未満を四捨五入して端数処理しているため、表内の計算が合わない場合があります。） 

  

経常収支比率 

区      分 5 年度 6 年度 7 年度 比較 

経 常 収 支 比 率 90.5% 92.5% 93.8% 1.3 

県 平 均 91.9% 92.6% －  
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２ 歳入決算                     （単位：千円、％） 

区 分 7 年度 A 6 年度 B 比較 A－B=C 増減率 C/B 

市 税① 12,923,010 12,021,634 901,376 7.5 

 市 民 税 6,828,306 6,053,419 774,887 12.8 

  市民税個人 6,352,630 5,625,070 727,560 12.9 

  市民税法人 475,676 428,349 47,327 11.0 

 固 定 資 産 税 4,561,356 4,449,519 111,837 2.5 

地方消費税交付金② 2,356,869 2,182,457 174,412 8.0 

 うち一般財源分 979,902 907,414 72,488 8.0 

 うち社会保障財源分 1,376,967 1,275,043 101,924 8.0 

地 方 交 付 税 ③ 4,798,658 4,642,561 156,097 3.4 

 普 通 交 付 税 4,523,141 4,373,960 149,181 3.4 

 特 別 交 付 税 275,517 268,601 6,916 2.6 

国 庫 支 出 金④ 8,850,176 8,031,114 819,062 10.2 

市 債⑤ 1,725,300 4,007,600 △2,282,300 △56.9 

 下記以外の市債 1,725,300 3,910,500 △2,185,200 △55.9 

 臨時財政対策債 0 97,100 △97,100 皆減 

そ の 他 10,470,632 10,197,849 272,783 2.7 

合 計 41,124,645 41,083,215 41,430 0.1 

（うち一般財源） 21,070,466 20,331,273 739,193 3.6 

（表示単位未満を四捨五入して端数処理しているため、表内の計算が合わない場合があります。） 

① 市 税 

市民税個人が 12.9％増（7 億 2,756 万円増）の 63 億 5,263 万円、固定資産税が

2.5％増（1 億 1,183 万 7 千円増）の 45 億 6,135 万 6 千円となり、市税として、

7.5％増（9億 137万 6千円増）の 129億 2,301万円となりました。 

② 地方消費税交付金 

一般財源分が 8.0％増（7,248 万 8 千円増）の 9 億 7,990 万 2 千円、社会保障財

源分が 8.0％増（1億 192万 4千円増）の 13億 7,696万 7千円となり、地方消費税

交付金として、8.0％増（1億 7,441万 2千円増）の 23億 5,686万 9千円となりま

した。 

③ 地 方 交 付 税 

普通交付税が 3.4％増（1 億 4,918 万 1 千円増）の 45 億 2,314 万 1 千円となり、

地方交付税として、3.4％増（1億 5,609万 7千円増）の 47億 9,865万 8千円とな

りました。 

④ 国 庫 支 出 金 

児童手当に関する国庫支出金、物価高対応子育て応援手当支給事業費補助金の増

等により、10.2％増（8 億 1,906 万 2 千円増）の 88 億 5,017 万 6 千円となりまし

た。 

⑤ 市 債 

臨時財政対策債が未発行のため皆減（9,710万円減）、その他の市債が庁舎建設工

事に係る庁舎等整備事業債の減等により 55.9％減（21億 8,520万円減）となり、市

債として、56.9％減（22億 8,230万円減）の 17億 2,530万円となりました。 
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３ 歳出決算                    （単位：千円、％） 

区 分 7 年度 A 6 年度 B 比較 A－B=C 増減率 C/B 

１ 議 会 費 253,425 253,380 45 0.0 

２ 総 務 費 6,480,719 7,717,694 △1,236,975 △16.0 

３ 民 生 費 19,498,500 17,890,957 1,607,543 9.0 

４ 衛 生 費 3,221,645 3,130,636 91,009 2.9 

５ 農林水産業費 134,431 128,241 6,190 4.8 

６ 商 工 費 116,378 229,595 △113,217 △49.3 

７ 土 木 費 1,769,186 1,962,361 △193,175 △9.8 

８ 消 防 費 1,687,920 1,205,751 482,169 40.0 

９ 教 育 費 3,593,573 4,179,815 △586,242 △14.0 

10 公 債 費 2,428,631 2,340,462 88,169 3.8 

合 計 39,184,408 39,038,893 145,515 0.4 

（表示単位未満を四捨五入して端数処理しているため、表内の計算が合わない場合があります。） 

① 総 務 費 

庁舎等整備事業 17億 4,344万 3千円の減や庁舎ネットワーク整備事業 1億 9,839

万 3千円の減等により、16.0％減（12億 3,697万 5千円減）の 64億 8,071万 9千

円となりました。 

② 民 生 費 

食料品価格高騰対策生活支援金支給事業 6億 4,568万 5千円の増、物価高対応子

育て応援手当支給事業 2億 9,148万 3千円の増、児童手当支給事業 4億 3,997万 7

千円の増、保育所運営委託事業 3億 4,697万 7千円の増、障害者自立支援給付事業

4億 2,217万 1千円の増等により、9.0%増（16億 754万 3千円増）の 194億 9,850

万円となりました。 

③ 公 債 費 

市債元金償還費が、普通債で 4,397 万 6 千円の増（庁舎債 8,143 万 7 千円の増、

教育債 1,308万 7千円の増、土木債 4,889万 2千円の減等）や、臨時財政対策債で

2,508 万 6 千円の増等により 5,819 万 4 千円の増となり、公債費としては 3.8%増

（8,816万 9千円増）の 24億 2,863万 1千円となりました。 

 

４ 市債残高                     （単位：千円、％） 

区 分 7 年度末 A 6 年度末 B 比較 A－B=C 増減率 C/B 

一 般 会 計 21,630,792 22,239,123 △608,331 △2.7 

 臨 時 財 政 対 策 債 11,113,789 12,331,619 △1,217,830 △9.9 

 

５ 基金残高                     （単位：千円、％） 

区 分 7 年度末 A 6 年度末 B 比較 A－B=C 増減率 C/B 

財 政 調 整 基 金 4,312,561 4,215,762 96,799 2.3 

市 債 管 理 基 金 4,002,312 3,790,226 212,086 5.6 

そ の 他 特 定 目 的 基 金 3,321,951 3,976,493 △654,542 △16.5 

一 般 会 計 合 計 11,636,824 11,982,481 △345,657 △2.9 

 


